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⽇本 CFO 協会、「企業不正に関する意識と実態調査」の結果と考察を発表 
〜 「企業の不正を⾒聞きしたことがある」回答者が 73％に 

その内、21％が１億円以上の不正と回答 〜 
 
 ⼀般社団法⼈⽇本 CFO 協会（東京都千代⽥区、理事⻑：藤⽥純孝、以下 ⽇本 CFO 協会）
では、近年、⽇本の⼤企業での相次ぐ不正発覚を受け、CFO、経理・財務部⾨担当者を対象と
した「企業不正（粉飾、横領・着服等）に関する意識と実態調査」を実施しましたので、結果
と考察を発表いたします。 
 
「企業不正（粉飾、横領・着服等）に関する意識と実態調査」概要 
■ 調査実施： ⽇本 CFO 協会 
■ 調査対象： ⽇本 CFO 協会会員を主体とした⽇本企業の CFO、経理・財務幹部 
■ 調査期間： 2017 年 10 ⽉ 17 ⽇〜2017 年 10 ⽉ 31 ⽇ 
■ 調査⽅法： オンライン上でのアンケート調査 
■ 回 答 数： 347 名 
■ 主な調査内容： 企業不正の発⽣状況、⾦額の規模、企業不正の種類、 

不正を予防・発⾒する責任主体など内部統制の現状 
 
<調査結果の概要とポイント> 

本調査における主な調査結果は、以下の通りとなります。 
 

l 「これまでに組織内での不正を⾒聞きしたことがある」回答者が 73%。 
内 56%が、不正額１千万円を超え、数百億円に及ぶものもあることが明らかに  

l 経営レベルの不正を予防する役割として監査役が期待されている反⾯、社内における経
理、経理財務上の不正に対する牽制責任が担当役員にあると認識されていない企業も散⾒  

l 海外拠点における粉飾を発⾒するための仕組みが機能している企業は 29％にとどまる。 
グループ内のガバナンス強化には、経理・財務部⾨幹部のリーダーシップが必須 

 
本調査結果を踏まえて、⽇本 CFO 協会では、当該分野の専⾨機関・企業にも協⼒を頂き、

海外拠点も含めた企業の組織⾵⼟や倫理観の向上といった啓蒙活動に努めるほか、IT を活⽤
した企業オペレーションの⾒える化を推奨していくことで、「不正が発⽣しない仕組み」作り
を⽀援する活動を開始していく予定です。 

 
＜ご協⼒企業・団体からのコメント＞（ご⽒名 五⼗⾳順） 
神林 ⽐洋雄様（⽇本内部統制研究学会会⻑） 
「後を絶たない、昨今の⽇本企業の不祥事は、⽇本企業特有の課題が背景にあると思われま
す。それは、組織という「ムラ」を守る意識が強く、ときにムラの論理が世間の常識から逸脱
していることに、ムラの住⼈は気付いていません。常に何が正しいことなのか、企業理念に沿
った動きなのか、全社員が強く意識する必要があります。そのギャップのあまりの⼤きさに気
付いた良識ある個⼈が外に通報するわけですが、先ずは内部で問題をきちんと共有し、対策を
検討し、適時開⽰を可能となるような内部統制が肝要です。さらに、⽇本企業のリスク管理に
おける根本的な課題は、不正のリスクも含め、個々の事業部や機能毎に⾏われるため、個々の
ユニットにもムラ意識があり、全社的な課題に適時適切な対応ができないことです。組織とし
ての理念や倫理観を組織全体に浸透させる全社的リスクマネジメントができていないことが不
祥事の最⼤の原因でしょう」 



⾕⼝ 靖美様（プロティビティ LLC ⽇本代表マネージングディレクタ） 
「プロティビティのグローバル不正調査では、欧⽶企業の約半数は不正リスクを年次で評価し
ていると回答しています。今回の調査は、⽇本企業に対して、健全な企業⽂化の醸成、そして
効果的かつ効率的な不正の防⽌・発⾒の仕組みが発展途上であることを⽰しているかと思われ
ます。企業⽂化の醸成は基盤ですが、特にグローバル展開する⽇本企業には、精神論だけでな
く IT 活⽤も取り⼊れた実務的な不正リスク管理の⼿法・プロセス・体制等が必要です。⽇本
企業の経理・財務⼈材には、効果・効率の⾼い不正リスク管理の知識・スキル・リーダーシッ
プが、今後ますます期待されます」 

 
三村 真宗様（株式会社コンカー代表取締役社⻑） 

「⽇本企業のグローバル化が急速に進む⼀⽅、IT 投資は欧⽶諸国と⽐べ低調であり、旧来の
業務プロセスに依存することも多く、⽣産性向上に⽀障がでるだけでなく不正が起こりやすい
環境であると⾔えます。不正から企業そして社員を守るためには、不正が起こりうる⼈⼿を介
するプロセスを排除し、IT を活⽤して⾃動化することが最短かつ効果的な解決策です。間接
費管理の⾼度化を⽀援する弊社製品を通じ、IT による経費管理の⾃動化、経費の可視化によ
るガバナンス強化など、不正ができない仕組みを提供することで、⽇本企業の国際競争⼒強化
を⽀援してまいります」 

 
＜調査結果（単純集計）＞（以下 URL よりご覧ください） 
https://jp.surveymonkey.net/results/SM-FTLPWR7Y8/ 
 
 
＜調査結果（抜粋）＞ 
Q:あなたは今まで（前職も含めて）不正が⾏われているのを⾒聞きしたことがあります
か？ 
 

 
 
 
 
 

 



 
 
Q:⾒聞きした不正の⾦額は、どのくらいですか？もっとも⼤きい⾦額をお答えください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Q: どのような不正を⾒聞きしましたか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 



 
 
⼀般社団法⼈⽇本 CFO 協会について 
⽇本 CFO 協会は、⽇本企業の経理・財務をはじめとしたグローバルな経営管理⼿法と倫理
の⾼度化を⽬的として発⾜した⾮営利団体で、IGTA（国際財務協会連盟）、IAFEI（国際財
務幹部協会連盟）に加盟が認められたわが国唯⼀の国際的財務教育機関です。経営・経
理・財務分野で活躍するビジネスパーソンのスキル向上とキャリアアップを⽬的に様々な
経営⼿法や経営技術に関する教育・サービスを提供することで、企業の財務パフォーマン
スの向上を⽀援しています。2005 年より、経済産業省経理・財務⼈材育成事業として「経
理・財務スキル検定（FASS）」を開発・実施しています。 
 
設  ⽴ ： 2000 年 10 ⽉ 12 ⽇ 
理事⻑  ： 藤⽥ 純孝  伊藤忠商事理事（元伊藤忠商事代表取締役副会⻑）、 

オリンパス社外取締役、古河電気⼯業社外取締役 
所在地  ：  (⽇本 CFO 協会事務局) 
               東京都千代⽥区平河町 2-7-1 
             （⽇本 CFO 協会関⻄⽀部） 
        ⼤阪市⻄区江⼾堀 1-9-1 肥後橋センタービル 7F 
活動内容 ： 資格認定／検定試験／セミナー、フォーラム／出版／研究会・委員会／ 

   交流会／国際会議 
会員数  ： 4,126 ⼈ （個⼈会員 1,920 ⼈ 法⼈会員 2,206 ⼈・206 社） 

※2017 年 4 ⽉ 1 ⽇現在 
 
【本件に関するお問合せ先】 
⽇本 CFO 協会 事務局 ⾕⼝、中⼭  TEL: 03-3556-2334   Email: info@cfo.jp 
株式会社井之上パブリックリレーションズ ⽇本 CFO 協会 PR 担当：⼩笠原、塚⽥、横⽥ 
TEL: 03-5269-2301 Email: cfo@inoue-pr.com 


